
1 3. 1 はじめに

平成7年兵庫県南部地笈は大都市を直繋した大地笈であったため，災害廃棄物の発生は約2000万トンにも

及ぶ莫大なものとなり，技術的のみならず行政的，社会的，環境的な様々な問題を誘発した，現代都市型

災害のもたらした新しい出来事となった。さらに多最の災害廃棄物の埋立により造成される土地の跡地利

用が将来必要とされることから，今後はその地盤工学的特性についても注意が払われなければならない。

このような観点から「災害に伴う廃棄物ワーキンググループ」では災害廃棄物の合理的な処理および最終

処分を行うことを目的として，地盤工学の分野だけでなく，災害廃棄物の処理に関わる様々の専門あるい

は立場のメンバー（表13.l.1)が集まり，システム論的な調査活動を行った。なお，神戸市環境局災害廃棄

物対策室，伊丹市笈災復典推進班，大阪湾広域臨海環境整備センターの関係各位には，本ワーキンググル

ープの視察と資料収集に際 し便宜を図って頂いた。ここに厚く感謝する次第である。

表13.1.1 災害に伴う廃棄物ワーキンググループ メンバー

主査 ： 林春男（京都大学防災研究所）

アドバイザー： 葬門雅史（京都大学防災研究所）

メンバー： 碓井照子（奈良大学文学部地理学科） 13.3.1(1)執筆担当

岡田純治（（株）中堀‘ノイルコーナー） 13.2.2執筆担当

小野諭（中央開発（株）） 13.3.3執筆担当

角本 繁（（株）日立製作所中央研究所） 13.3.1(2)執筆担当

亀田弘行（京都大学防災研究所）

熊谷弘一（（株）熊谷組工事本部） 13.3.2(4)執筆担当

谷口時寛（神戸市長田区役所） 13.3.2(1)執華担当

楡井 久（千菜県水質保全研究所）

林栄一 （全国解体工事業団体連合会）

棺垣貰司（大成建設（株）技術研究所） 13.3.2(3)執筆担当

鵡啓司（鹿島建設（株）建設事業本部）

久野典男（（株）熊谷組工事本部）

保賀康史（（株）鴻池線土木本部） 13.3.2(2)執築担当

馬渡裕二（（株）間紐土木統括本部） 13.2.2執笙担当

幹事： 勝見 武（京都大学防災研究所）

13.2 災害廃棄物の処理処分状況の概要

1 3.2. 1 災害廃棄物に関する法体系と被災地域における業災前の廃棄物事業の状況

「廃棄物処理法」によれば， 「災害その他の理由により，特に必要となった廃棄物を市町村が処理する

ときは，それに要する費用を国庫補助できる」とあり，これに該当するものが災害廃棄物である。災害廃

棄物とは，災害に伴う廃梨物全般を指し，不要になったものであって，処理・処分にあたっては一般廃棄

物・産業廃棄物に準じた取り扱いが求められる。災害廃棄物の解体撤去処理のうち，市町村が手がけたも

のは一般廃棄物という整理がなされ，国庫補助対象となっている。

関西地方は首都圏に次いで人口過密で産業活動の活発な地域であり，廃棄物管理に対する危機感が叫ば

れてきたことから，圏内の地方自治体が参画してフェニックス（大阪湾広域臨海環境整備センター）が設

立され，廃棄物の広域処分による適正処理が行われてきた。このフェニックスは，京都，大阪，神戸を中

心とする関西圏内の最終処分地として廃梨物を受け入れるものであり，阪神・淡路大震災においても単な

る処分場の提供だけでなく，また複数の基地と処分楊を所有していたためリスク分散を図ることができ，

自治体を超えた処分場を提供できたという点からもその役割が注目された。また，神戸市も他の大都市に

比べると処分場の容批には恵まれていた。

13.2.2 災害廃棄物の処理処分に関する経過

兵庫県では数回の検討を経て，災害廃棄物の発生盛を図13.2.lに示すように2000万トンと推計しており，
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災害廃棄物の処理に対し， 再利用， 再資源化の方向を 目指して適正な処理の流れを示している。図13.2.2は

神戸市の災害廃棄物の処理のフローである。表13.2.]は兵廊県により 出された，処理計画における災害廃棄

物の発生量 ・リサイクル羅である。コ ンクリートがらおよび金属くずを重点的に再利用することを目標と

し，残りの40％弱は（焼却処理などを して）フェニックス等に最終処分するとされている。また，リサイ

ク）レ最のうち， 特にコンクリ ートがらは1000万トン以上を新規の海面埋立にあてることになっている。 表

13.2.2には災害廃棄物に関する経過を主に新聞記事よりと りまとめて示した。

公共住
(0.7Tg) 

道路
(4.3 Tg) 

コンクリー
ト、金属
(16.2Tg) 

家屋、建物
(14.S Tg) 

総泣：20Tg = 20,000 Gg 
= 20,CXJO,(X)() l 

図13.2.1 災害廃棄物の発生量

公共施設 11コンクリートピルI
（鉄道、高速道）

公共施設
市町村

木造家屋

焼失家屋

つンクリート

1積み出し基地1 仮匿き場 1積み出し基辿＿1

巴 再利用
（路盤，埋立）

処分場

（仮

図13.2.2 神戸市における災害廃棄物処理の流れ

表13.2.1 兵庫県における災害廃棄物の発生量と有効利用計画

災害廃棄物発生盤
再生利用材科の

種類と量
用途

コンクリート 埋立： 11000Gg 

不燃性廃棄物 (l2500 Gg) 建設材料： 1500Gg 

(16200Gg) 金属
鉄鋼原料

(510Gg) 

可燃性廃棄物 木材
パルプ、燃料、肥料・

(3800Gg) (80Gg) 

Total : 20000 Gg 13090 Gg (65.5 %) 

兵庫県災害廃棄物処理計画による。
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表13.2.2 災害廃棄物の処理処分に関する経過

年 月 主なできごと 排出（解体・倣去など） 中1lll処理（焼却・破砕・仮置） 最終処分 （埋立処分など） その他（環境に9，}がなと）

17兵庫只南部地霞発生 19阪高3号神戸線解体開始
[7.2直下型地鵞 19芦屋 ・西宮し‘h収集開始

19村山首相被災地投察 24俄壊家屋数：警察庁発表 24神戸5ケ所の焼却場機能

95年 1月 20 東海道新幹線京祁•新 兵庫県 55,429戸 停止

大阪間復旧 大阪府 80l 24国鉄貨物駅紗に仮置き

その他 196 場を用意(500t山積み） 26大阪湾7I勺奴I.500万d
23代咎パス佑送開始 計 56,426戸 受入れ可能 ：序生省 ↑ 

25注物損這：t.，，．一般家屋 25ごみ処理能力半減：豊中 26神戸港突袋間埋め立て

全Uヽ塩 32,000棟 市伊丹市9,）-lうッド 新岸壁建設計画：運絵省

壊 42,000 27がれきを犀耶埠頭など 28大気・地下水汚染状況の

27中目自動車逍全通 嘉E理費Jll1/2を国
に埋立；逗桧省方針発表 緊急祖査を決定（環境庁）

28国道43号全線開通 28被災地からの祖大ごみ
約95,000戸 31甲子園浜13haが仮置き 半額で受人れ：7，二,,,.

がれき800万a1(l. 100万t) 場に．廃材巖入券の発行 30六甲Tイうが南333haに
災害廃棄物対菜三省連絡会 で規制：西宮市 埋立て計西；神戸市

31天塁塁后両陛下被災地 29損壊家屋解体申込み受 30木材ごみ埋立て不許可：

訪問 付：神戸市 大阪湾？ょ二'”

1 阪神霞鉄三宮—高速神戸 l甲子園浜で野焼き，

間復旧 2, IOOtのごみの山：西宮市

3陸上自術骸による本格 3宝塚・神戸達法野焼き：

的な散去作業始まる ：伊 宝塚市1/23から砕石工場

8 JR芦屋ー住吉問再閑 丹市 で2,800of I B 6環境庁汚染祖丑脱始

4解体・撤去建物約96,000 神戸市は布茂畑処分場で (12日まで）
95年 2月 II阪神御影→青木間で遅転 がれき約650万al(780万 l. 000 nl /B 10布施畑処分場1年でf¥”'

再開 l)；兵屁県試算 7木材焼却旅設新設を国 2. 000 t/日(4万d)処理
に要望：神戸市 ¥0 h~, 1~へがれきの埋立

13 阪急御影—王子公園問で 8厚生省野焼きを黙認 立て閑始：神戸市

運転再閤 IIがれきの投棄場南芦屈
浜に新設：芦＆市

16神戸市営地下鉄全線開 16大気汚染讃査へ：環境庁

通

17 19月；避難所生活者21万 17困芦屋浜でも焼却 18が一7イ2期埋立地をがれ

人 き集積に利用：神戸市

20廃棄木材1Jtイクル検討・兵 20神戸港がれき埋立て申 22高濃度7).へ.1卜検出：大阪
95年 2月 犀県 請出願：神戸市 の研究所

23 7ょこ791へ直送指導：西宮 23 n焼き有屯物質検出：大
24 *. -7ィ2期地区で簡易焼 学研究者9Wチ
却施設建設へ：神戸市 23緊急環境潰査雑告出る

25野焼き周辺大気醤査へ
：環境庁・兵店県

1さんちか一部営業開始 1がれき量上方修正：県 2宝塚市で野焼き環境穎
倒桜家足約144.000棟 3野焼き中止：宝塚市 査実：環境庁
がれきI.850万t(45”Ill) (2/23から総量約3万n!)
民住宅・t'r,I. 300万t 3野天焼き中止を通知：兵
公共事菜 480万t 庫県 5 t.,,内機器の］09回収追

公営住宅 70万t まず

95年 3月 l災害廃棄物処理推進協 8第2次水質に9り1r穎査

議会発足 30日まで：環境庁
8 大丸神戸店解体急t•7f 9第2次大気環境に91Jソゲ

13 阪急王子公園—三宮f1!lで 14須磨海浜公園にごみの 14 JY',Jーけ片を宅地のかさ 緊急蹟査16まで：環境庁
運転再開 山（最終千数百万t)：神戸 上げに再利用検討：伊丹市

15県復興本部発足 18甲子園浜不法投棄横行 l3最終処分場緊急団査23
185. OOOt：西宮市 まで：環境庁

25解体処理J'194億円不足：
西宮市

1 JR讃+E吉間運転再騎で
東海逍線全通 6第2次大気団査結果出る
8山偽新幹線姫路一新大阪 II不法投棄防止に新搬入

95年4月 聞遥転再閑 81日ぶり 14災害廃棄物処理計西発 許可証発行と市民監桟：
表；兵庫只 芦屋市 l9新港突堤埋立(240万a?)

27目衛骸完全滋収 倒塩家屋処理推追部会設 27甲子浜(80万ol仮置）に 免許出願：神戸市・遅鯰省 27第2次水質面査結果出る

置 仮設焼却炉設筐：西宮市 最終処分場祖査結果も

数字は実施日または記事掲載日を示す。
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表13.2.2 災害廃棄物の処理処分に関する経過（統き）

年月 主なできごと 排出（解体・搬去など） 中間処理 （仮置き・破砕） 最終処分〈埋立処分など〉 その他（環境tこ9 ,）79 •など）

7披災分譲？ンy,1協議会発

足 8布施畑処分場への道路
12大雨で三宮解体待ちt鼻＂ 10仮設焼却炉稼働．2炉160 規制開始：兵庫県警
倒壊 釦日能力：川西市 9南東部の大阪湾Sha埋立

95年 5月 初渚池で分別：武庫川77ミり 約30万d：西宮市
22神戸新交通がートうイナーが -I¥°-9銃地：尼紐市 l5米因NGOがれきilM9以な
烏内部分運行 どを提言

l9仮殴焼却炉1号機完成

16t/日：西宮市・甲子園浜

24米から神戸に破砕檄無
28 Mりン大地震発生 29神戸市約3万棟解体 償抒与．能力40t／峙間

12阪急神戸線が全線開通

95年 6月 18芦屋市が全避蘊所閉鎖

22神戸電鉄が全通

26阪神電鉄1608ぷりで 30解体造祐率6.8.6%
全線復旧 （対象12万3.733棟）

災害廃棄物舷去卒65.6X 
（全量L438万5千t)

14未発注解体は困離物件
残る 13神戸西区伊）II谷に4万t

95年 7月・ 17震災から半年 16 CIS被災家且受付で威力 不法投棄：2粟者
避蘊所生活 17,629人 発揖：長田区役所 14主婦14人の監筏9・ト］．

不正搬入を防止：芦屋市
24~28第6次大気環境祖歪
7lヘ・1卜追践醤査．環境庁

95年 8月
23伊川谷不法投棄業者ら

4人逮捕

23六甲うイナ”218日ぷりで全

線開通

31公費解体申込み?切；神

戸市
31 I, 405件の公費解体終了 31 7ケ所の仮牲き場を閉鎮
:JII西市 ：川西市

8公費解体受付数60.707 7 2ケ所の仮置き場10/l3で
：神戸市 閉鎖：宝塚市 ll第6次大気謂査結果発表

5. 700件．63万t見込み 安定状限解体現場飛数
95年 9月 14公費解体年内終了見通 防止対策浸透：環境庁

し：西宮市
17. 041件申込み済

数字は実施日または記事掲載日を示す。
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13.2.3 し尿処理 ・ごみ処理

地笈による被災により水道， 下水，電気などのライフライン施設の機能が麻痺したため， し尿の処理が

災害廃棄物処理の第1番目に生じる問題となった。ピーク時には32万人が1150ヶ所の避難所に避難したが，

地窟後10日間で3900の架設トイレが設箇された。 また，生活からの廃棄物も，平常時と異なった特徴を持

つと考えられ，食事や飲料用の容器，大型ごみが地蔑直後から発生した。ラジオ用を中心に使用された電

池や，水，ガス，電気の不通のため，調理できなくなった生ごみの排出が通常時より多いことが予想され

る。ごみ収集業務は地笈後4,5日は停止し，これらの廃棄物は路上に蓄積された。また，収集業務復旧後

も，多くの生ごみが何日も仮置き場にストックされた状態であった。

ごみ中の有害物質による環境汚染も璽大な関心事である。兵庫県では旋災前から冷蔵庫からのフロンガ

スの回収に務めてきたが，笈災後もポランティア等の協力を得て， 1995年4月までに5000台の廃棄，放置さ

れた冷蔵痺を収集し，フロンガスの回収が行われた（小林， 1995)。

13.2.4 解体と災害廃棄物の発生

災害に伴い発生する廃棄物としては，損壊を受けた構造物の撤去によるもの，倒壊家屋によるもの，被

災地の生活から排出されるものの三つに大別できよう。

表13.2.3に倒壊家屋の件数を示す。特に木造家屋の倒壊が著しいといわれているが，全域で約12万件もの

家屋の解体が必要とされている。神戸市の中心地である三宮から住宅の多い東灘区，芦屋市，西宮市にか

けて， 土地利用密度の非常に高いところで，家屋の倒壊率が高かった。これらの地域から特に集中的にが

れきが搬出されるが，その内容としては瓦片，土砂などの不燃物，廃木材等の可燃物，家具，生活用品，

電気製品等々，様々の種類のものが含まれており， そのほとんどが分別されずに混合状態で搬出されてい

る。

表13.2.3 被害を受けた家屋の数と解体状況

都市 世帯数
全壊 半壊 全壊率 要解体 解体率（％）

家屋数 家屋数 （％） 家屋数 3月末 5月末

神戸市 579259 54949 31783 12.2 73817 25.3 52.3 

東灘区 77219 11171 3098 16.5 

灘区 55361 11693 3559 24.3 

中央区 52283 4947 3420 12.7 

兵庫区 53334 8374 4422 19.8 

長田区 53306 12525 4994 28.2 

須磨区 66293 紐 2 4093 12.2 

垂水区 87313 90 5520 3.3 

西宮市 162246 17716 13474 15.1 17041 25.6 69.4 

芦屋市 33643 2543 1519 9.8 5250 30.4 60.1 

尼崎市 192340 603 3966 1.3 5192 1.5 26.5 

宝塚市 71558 1339 3718 4.5 4787 10.9 71.4 

明石市 2634 10.8 44.0 

伊丹市 65690 354 623 1.0 2613 33.2 55.0 

北淡町 3682 1341 550 38.2 2150 55.7 99.5 

合計 122037 26.7 57.7 

世帯数は，神戸市各区の世帯数は神戸市企画調整局（平成6年），神戸市以外の世帯数は

総務庁統計局県統計課（平成5年10月），淡路島の世帯数は人口からの推定値による。全

壊家屋数，半壊家屋数，撤去率等は兵庫県、神戸市の査料による。全壊率は，全壊家屋数

と半壊家屋数に0.5を乗じたものを世帯数で除して求めた。
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損壊した構造物からは主にコンクリートがら，鉄くず等が発生する。 一般家屋に比較すれば分別が容易

である。阪神高速神戸線の倒壊現場は， 国道の確保のために早い時期に (I月20日から10日間） 撤去された

が，これの撤去による災害廃棄物の搬出爵は46276トンにのぼっている。その中でも，破砕されたコンクリ

ートがらの一部は，路盤材として再利用するため，処分場（フェニックス）内にてストックされている

（入江， 1995)。

構造物や家屋の解体撤去は総合建設業者あるいは建設関係会社によって行われている。全域で約13万件

もの家屋が解体の対象とされており，この解体が急ビッチで進められているのが，この震災の特徴でもあ

る。表13.2.3には倒壊家屋の解体処理の状況を掲載している。震災から2ヶ月後の3月31日には約26％の家屋

が， 5月末には58％が解体されている。解体撤去が急がれることは，分別や適正処理を難しくするため環境

への負荷が大きくなる。一方，解体撤去が遅れれば，倒壊家屋中の貰重品等は降雨に曝され財産価値を失っ

ていく。

解体撤去に伴い，粉鹿の発生が問題視され， ビルの解体はシートを覆い，あるいは散水しながらの作業

が推進された。また，アスベストの飛散による環境影響も懸念された。表13.2.4はアスペストの環境濃度調

査結果である。解体現場周辺では，一般現境に比べてやや高い値を示しており，解体撤去によるアスペス

ト飛散の影響がみられるが， 工場の敷地境界規制である 10本/Iを超える地点はみられなかった。

構造物の解体撤去には，いくつかの工夫がなされた。阪神高速神戸線では，高架の路盤や桁を解体撤去

する際，がらの落下による走行車両の防設と舗装面の保護のため，防設用のマウンドが形成され，解体作

業にはニプラ ー （圧砕機）が用いられた。

表13.2.4 大気中のアスベスト測定結果

測定地点 測定日時 最小値、最大値 中央値 平均値

阪神地域（一般） 2/6-12, 1995 ND -4.9 f/1 1.0 f/1 1.0 f/1 

阪神地域（一般） 3/9-16, 1995 0.3 -6.0 f/l l.0 f/l 1.2 f/1 

阪神地域（一般） 4/24-28, 1995 0.2-2.I f/l 1.0 f/1 0.9 f/l 

解体作業現場付近 3/9-16, 1995 0.8 -7.7 {/I 2.6 f/1 3.o f/1 

解体作業現場付近 4(24-28, 1995 0.9 -9.5 f/1 5.4 f/1 3.8f/I 

一般レベル（道路付近） ND・ 3.7 f/1 0.43 f/l 

一般レベル（住宅地） ND -1.2 f/1 0.14 f/1 

一般レベル（事業地） ND-1.3 f/1 0.17 f/1 

大気環境モニタリング調査（環境庁大気保全局）による。

13.2.5 災害廃棄物の仮置きと中間処理

交通網の寸断，渋滞，岸壁の損壊などで最終処分場まで持ち込むことのできない災害廃棄物は仮置き場

に山積みされた。倒壊家屋からの災害廃棄物は，解体して発生したもののうち90％近くが仮置き場で保管

されていた状態である。仮置き場の条件としては，被災地からの距離（搬入車両が解体現場から仮置き場

まで一日に1～複数回往復できること）と充分なスペースが求められる。阪神地区は過密な地域であったが，

市内の公園だけでなく，埋立により土地造成されたウォ ーターフロント地域が災害廃棄物の仮置き場とし

ての役割を果たした。しかしながら，ウォーターフロント地域へはアクセス道路が限られており，さらに

醗網の寸断ともあいまって深刻な交通渋滞を引き起こした。また，仮置き楊の処理能力も問題となった。

1台の災害廃棄物遥搬車両が仮置き場に入場し，廃棄物を搬入する際に，仮置き楊内の無秩序（特に初期の

段階），荷下ろしの不慣れと非能率等々が生じたと考えられる。

西宮市甲子園浜では，不燃物，廃木材，生ごみの3種類に分類され，山積みされていた。しかし，災害廃

棄物の搬入盟に比べ仮置きのスペースが充分ないことと，生ごみなどの不衛生問題から，いくつかの仮置
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き場で不法の野焼きが実施された。 4月末に全面的に中止されるまで，野焼きは続けられた。また，解体業

者によっては，自分の土地で廃棄物を不法に焼却（野焼き）した例もある。表13.2.5は野焼きに係る大気環

境調査結果である 。一部ダイオキシンなどの発生もみられるが，一般大気環境濃度レペルと比較し，直ち

に健康影響が問題となるレベルではないと判断されている。 4月からはいくつかの仮置き場にて簡易の焼却

炉や破砕機が導入され，適正処理の方向に向かいつつある。

表13.2.5 野焼きに関わる大気汚染測定結果

物質 巌小値、最大値 中央値 一般値 環境基準

HCl ND-4 ppb ND 

Fonnaldehyde ND-10 mg/m3 ND -32 mg/m3 

Acetaldehyde 3 -llmg/m3 7mg/m 3 -22 mg/m3 

Acrolein ND ND 

Dioxin 0.0000 -0.0023 ng/m3 0.0001 ng/m3 0.00262 ng/m3 

Benzo[a]pyrene ND -2.7 ng/m3 1.0 ng/m3 -3.5 ng/m3 

PCB ND ND 

As ND ND 

Phosgen ND ND 

HCN ND ND 

co ND -0.9 ppm 0.3 ppm 0.6 -19.7 ppm lOppm 

CO2 12 -68 ppb 23 ppb 15-261 ppb 40-60 ppb 

大気環境モニタリング調査（環境庁大気保全局）による。

13.2.6 災害廃棄物の最終処分と再利用

表13.2.6は被災地周辺の廃棄物最終処分場の容最である。フェニックスを中心に，発生の予想される災害

廃棄物の全量を受け入れるキャバシティーがあり，また新規の埋立計画も推進されている。

表13.2.6 廃棄物の受入容菰

場所 容羹 (mり

新規の埋立地 ポートアイランド（神戸市） 700000 

摩耶埠頭（神戸市） 1200000 

六甲アイランド南（神戸市） 2200000 

新港東（神戸市） 2400000 

嗚尾他（阪神） 900000 

小計 7400000 

既存の埋立処分地 尼崎沖（フェニックス） 4000000 

泉大津沖（フェニックス） 11000000 

布施畑（神戸市） 8000000 

淡河（神戸市） 7000000 

大阪港（大阪市） 2000000 

堺泉北（大阪府） 400000 

稲穂（兵庫県） 1200000 

小計 33600000 

兵庫県災害廃棄物処理計画による。
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最終処分における問題の一つは，最終処分場までの搬送の確保ならぴに処分場での時間当たりの受け入

れ能力である。最終処分場への経路が限られており，加えて処分場の時間当たりの投棄能力を超えている

ため，災害廃棄物運搬車両による交通渋滞がおこり，例えば，神戸市内から布施畑処分楊あるいは淡河処

分場への搬入には4~5時間を要した。図13.2.3は神戸市布施畑処分場での災害廃棄物の受入状況であ り， 毎

週(j()Gg以上もの災害廃棄物を受け入れており，付近の慢性的な交通渋滞の原因ともなった。フェニックス

については，積み出し基地（神戸基地）自体が地笈の被害を受けて供用できなくなったため，仮の積み出

し基地を確保するまでは神戸市内からの海上輸送が不可能であった。

ここではまた，廃棄物の分別も問題となっている。フェニックスでは，不燃物を埋め立てる安定型処分

場を提供しており，コンクリ ートがら等の災害廃棄物が受け入れられている。しかし，投入された廃棄物

には海面に浮遊する可燃物も混ざっており， 1日5~6m3程度回収しストックしている（入江， 1995)。

神戸市では，災害廃棄物対策と港湾復典事業とを併せて計画した。すなわち，図13.2.4に示すように災害

廃棄物を笈災港湾地区（摩耶埠頭） の埋立に使用し，大型バースを建設するというものである。
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図13.2.3 神戸市布施畑処分場での災害廃棄物受入状況
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13.3 災害廃棄物の処理処分の事例

13.3.1 GISによる災害廃棄物業務への支援と解析

(1)防災GISによる家屋解体・撤去作業の時系列分析

奈良大学地理学科では，京都大学防災研究所都市施設耐笈センターと協同でがれき撤去事業の学術的ポ

ランティア支援をしてきた。この活動は，地理情報システム (GeographicInformation System: GIS)学会の

防災GIS分科会（主査：亀田弘行，副査 ：角本繁京都大防災研究所）とGIS学会関西支部事務局（奈良大

学地理学科碓井研究室）の活動のもとに実施された防災GIS活動と呼ばれるものである。すなわち，防災

GIS活動とは，笈災地域の復輿事業を推進するために地理情報システム（GIS)を利用した専門技術集団に

よる学術的ボランティア活動であり ，災害データベース構築の一つとしてがれき占拠による交通不能箇所

調査や震災地域で見られるがれき撤去の進捗状況が現地調査された。この現地調査は，神戸市から尼崎市

にいたる （北淡町，神戸市垂水区，西区，明石市は除く）広域調査で，奈良大学防災調査団（団長 ：貨清

隆， 副団長：碓井照子，酒井高正，奈良大学地理学科）が定期的に実施した。 1回当たり llO人の学生達の

バワーで1996年1月までに10回の現地調査が実施された (2月より7月までは1ヶ月毎， 8月以降は3ヶ月毎） 。

現地調査の結果は ゼンリンの電子住宅地図をペースにRINZOでデータ入力され，GISソフト DiMSIS,

ARC/lNF0により国土地理院の発行するディジタル地図（数値10000)上に広域地図化がされた（碓井ほか，

1995)。具体的には国土地理院の10000分の］の地形図17枚の範域を地形図l枚当たり6から7区画に分類し

て，学生が現地調査をし，数種類のGISソフトを利用して災害データベースを作成したものである。これら

の活動成果から，地笈発生後3週間， 3ヶ月， 6ヶ月の撤去状況を下記に分析する。

(i)地蔑後3週間目のがれき撤去の分布

地震後3週間目にあたる2月9, 10日に第1回調査が実施された。この調査の目的は，がれきで占拠された

交通不能箇所の現況把握であり，がれき撤去状況は補足的に調査されたにすぎない。がれき撤去数が少な

い故に，DiMSIS上に入力された国土地理院発行の「数値地図10000」に撤去箇所の位置を入力している。

数値地図には，建物形状のレイヤーがなく，建物l軒レベル精度での入力が不可能であり，位置の精度は街

区レベルである。 4月以降の調査からは，ゼンリンの電子住宅地図ベースでの入力作業が始まり，建物レベ

ルでの位置精度が可能になるが， 2月段階ではこれらの電子地図の入手が困難であった。しかし，当時のが

れき撤去はほとんどなされておらず，街区に1カ所ある程度であった。

>・f,:.・・；t．’.. 
Taka-ka • it 

¥------ ¥ nami City -＼ 
Nishino 

tti .o
 

sa
.
 

a
 

g
 

g
 

A
 .. ¥

 
•
• 
• 

,
 

,

．,．
 

•' 
i
 •• 
,
 

ヽ
,'

t

.

 

・

＇

•' 
9

,

 

.

＇
,

.

 

9’ ー

り
"
.
.
.．

．
 

．．
 
，
 

．．．
 

ざ’．．
 

>
惑
~

.w{iい`

 
•.• 
n
 

i
 
... 

sh

・念
‘

.• 
疇[...

a

.
9
f
9
,
 

g
 

・1

3
，
 

／
 

．．．
 §
 

ヽ

／
 

rd̂

＼
ベ
-

．．
 

a

d

'
，
 ．

． 

w

a

'
 

a

w

.rif
 

d

¥
 

．．．
 

,t
 

a
 

z

:
 

5
 

a
 盃W,

 
．
 

．
 

呼
．9吋 日Suma’―

1i City ..,, 
. • , .. :.:＜と如

Tarumi W(ir,' ・
,. ,. 

ヽ/----- へ
Kobe City 

0 km 5 km 

図13.3.1.1 1995年2月のがれき撤去状況（地震後3週間目）

-505 -



． 

． 

i¥
 

記二乏ごぺ合戸言吋戸ミ心てジス：◎

三¢貪＼

ジ賣
参晨鱈履

喜誓
ご賃/
/>/`
喜二□

て―--
三 □三□¢

三吃
OC::,o写⇔

二
／ 
図13.3.1.2 須磨区における1995年4月のがれき撤去状況（地震後3ヶ月目）

Nada ward 

Higashinada 

... 

Suma Ward 

Ward. 

｀喰郷翌翌
.・=・・峯ゥ、却・疇 ＼

yougo w叱i ：で名也．図

“ 

図］3.3.1.3

t
 

Kobe Ci・ 

O km 5 km 

1995年4月のがれき撤去状況（地震後3ヶ月 目）

-506 -



o.z 口

・

バ
怒
＂
バ
翠
唸
苺
＂
が
お
苓
＂
心
唸
苺
恣
唸
浴
＂
ゲ
苺
婆
"
2
"
”
”
a
"
"
"
唸
苺

一

心
翠
翠
翠
翠
翠
総
翠
心
翠
翠
翠
翠
翠
翠
翠
翠
滓
翠
翠
翠
翠
翠
翠
心
翠
淡

-

x
.
N
・ざ
3
"＄
翠
茨

・
呂
羽
・
葵
・
菱
・
い・祠
・
翠
｝
翠
ざ
菱
・
ゞ
菱
｀
，
ざゞ
ゞ
~

-9999

.l
~99999999999999, 

".＂,"‘x.＂`
?x.?t”x.x.”符

・ス・り・
―

伶
浴
＂
ゲ
浴
苺
唸
苓
＂
か
苺

"””
ぃ＿

惑
淡
睾
睾
睾
魯
淡
恣
翠
翠
索

「

J

l

•
9
9
9

、9

,

-

I

 

一

滓
心
｀
~

一

＿
 

．．．．．．． 
，．，＇ 

.
‘‘.
.
.
.
T

、•
‘

..
 
x
.
t
;
 

名
屁
｀
笈
‘‘、.`
．．
 
,、―

-..,、..
 

9
 .
.
.
 

,`．．．．．．．．．．
．、-

ー
・
‘
.
`
•
•
ヽ

・

・
・
・
・

名"・x.T"‘"‘x.x
.＿

g
"
・
苓
翠
ゞ
ゞ
"
,
、
。
•

―

T

十

6

4

 

D

o

 

゜ 器区 中央区 兵庫区 長田区 須塁区

図13.3.l.4 神戸市区別撤去比率の比較 (1995年2月および4月）

Nada ward 

ard .I ．． 

yougo 

一
ヽ

は中iyac 

ゃも瓦翠
¥ -．、;_:r礼，．亙

Higagiinada W 

/
|
|
l
 

”□〗
[
』

ふ

n

.

＼
 

Kobe City 

． 

0 km 5 km 

図13.3.l.5 1995年7月のがれき撤去状況（地震後6ヶ月 目）

2月上旬は，人命救助・救急活動から復旧 ・復典事業への移行期で人命救助がほぼ終了し，がれきの撤去

が小規模に手探り状態で開始した時期であった。図13.3.1.1は，2月9, 10日の第1回がれき撤去・交通不能

箇所調査によるがれき撤去の分布図である。この段階において撤去が目立つ地域は，大阪市に近い交通条

件のよい西宮市， 川西市，尼崎市の地域であり，自衛隊伊丹駐屯地に憐接していた伊丹市や宝塚市でも撤

去が比較的目立っている。しかし，神戸市や芦屋市ではきわめて少なく， JRが不通であり，交通条件の悪

い神戸市西部の長田区や須磨区においては撤去数は極端に少ない。神戸市において比較的撤去比率の高い

地域は，中央区等の都心地区でありここでは，がれきによる道路交通不能箇所の少ない地域である。都心

地域では，銀行や大手会社の事業所が営業活動再開のために独自に撤去作業を実施し始めた所も多く，こ

れもその要因であろう。 2月初旬における撤去は，殆どの街区で実施されておらず，撤去されていても街区

に1カ所のパタ ーンが大半であ り，小規模な撤去がかなり分散的に進行していたことがわかる。この段階で

は，家屋の解体と撤去について明確な行政の施策がとられておらず撤去は，個人レペルで進行していた。
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(ii)地戻後3ヶ月目の撤去状況の分布

地震後3ヶ月めの4月下句のがれき撤去調査は，第5回がれき撤去 ・建物調査 (4月16日， 17日）として実

施された。この調査結果からは，ゼンリンの電子住宅地図をペースに入力され，建物レベルでの位置精度

が保証された。 ゼン リンの電子住宅地図では，1軒の建物でも居住者が複数の表札をかかえて区分居住し て

いる楊合には， 1棟の建物に区切り線が入っており，それぞれに居住者名が明記されている。従って，ゼン

リンの電子住宅地図を入力原図として使用した場合，撤去総数は，建物棟数より多くなる。また，撤去に

必要な解体・撤去申請書は，建物所有者が役所に届け出るものである。マンションやテラスハウスなどの

区分所有者も家屋解体 ・撤去申請書を家屋所有数者ベースで申請するため，役所で把握される申請書の数

．は，建物棟数を正確にあらわすものでもない。また，市町村により基準が異なる場合も 多い。正確な建物

撤去棟数を計算するには， 2500分のlの国土基本図によらねばならないが，電子化された国土基本図は，神

戸市，芦屋市，西宮市の3市にしかなく， 他の地域では，紙地図しかない。また，それぞれの自治体で発行

年次が異なり，かなり古い地図もあり地蔑直後の建物をすべて表現していると は言い難い。さらに， 2500

分の1の国土基本図では，空中写真による屋根形状で建物を識別するため，判読ミスの場合もある。 一方，

消防関係で調査された撒去棟数は，建物1棟レペルに準拠している場合が多いが， 2戸一のテラスハウスや，

極端に隣接した長屋形式の一戸建て建物では棟数が少なく計算される場合もある。従って，撤去建物棟数

の正確な数字をだすことは極めて難しく，行政から出される資科もまちまちである。また，撤去状況の正

確な把握のためには，広域調査全域にわたる大縮尺の電子地図が必要であるが日本の現状では，この点で

不揃いであった（碓井， 1995)。従って，防災上も国土の空間データ整備事業が必要とさ れる（高坂，

1995)。 図13.3.J.2は，撤去箇所を拡大表示した須磨区の一部である。以下の分布図で一見つぶれ， 重なっ

たように見える箇所は，建物レベルで入力されていることがわかる。 GISを利用する場合，拡大に耐え られ

るデータ精度が要求される （碓井照子，賀消隆，酒井高正，1995)。今回は，建物レベルでの位置精度で

RINZOに入力したがれき撤去場所の位置情報をDiMSISで公共測量座標の第VI系に変換し，位置参照（

Georeferencing)されたがれき撤去場所データをARC/INFOにインボートしてがれき撤去の分布図を作成した。

西宮市以東のデータ入力は，ゼンリンの電子住宅地図がないため，これらの地域については，現在で も

建設省建築研究所で作成された2500分の1被災現況図の電子地図 (GDS上で稼働）に現在入力中である．従っ

て図13.3.1.3は， 4月下句の神戸市のみがれき撤去状況を示したものである。 2月より撤去数が急増している

ことがわかる。図13.3.1.4は， 2月と4月の市区別撤去数の比較をしたものであるが，長田区での急増が著し

い。ただし，このデータは，前述したゼンリンの住宅地図ペースのため，実際の建物棟数より多 く計算 さ

れる傾向がある （碓井 ・亀田 ・角本， 1995)。これは，後述するよ うにGISによる撤去業務の効率化が進行

し，面的で大規模な撤去が可能になったからである。火災地域の面的撤去と密集した地域での撤去が長田

区の特徴であるが， GIS導入効果を示しているといえる。

(iij)地笈後6ヶ月目の撤去状況の分布

地震後6ヶ月になると撤去業務のすべての自治体で急速に増加している（図13.3.1.5)。撤去の遅れていた

東灘区，灘区等において顕著な撤去数の増大がみられる。長田区においても解体物件として難 しい地域を

除き，撤去業務はほぼ山場を過ぎている。 5月から7月にかけては，家屋解体・撤去申請書の行政的処理が

完了し，実質的な撤去が進んだ時期である。解休家屋は，個人の私有財産である故に，地方自治体にお け

る解体家屋 ・撤去申請書の受理と家屋台帳上での確認作業が必要になる。これらの行政手続きが，自治体

で滞り実質的な撤去作業が4月以降になったのである。長田区では，この処理にGISを導入したため，他区

より早く撤去作業が進行したといえる。 7月時点で，未撤去の箇所の多 くは，これらの行政手続きの未処理

な楊所であり，家屋所有権の錯綜した家屋や，法的に未登記の場所，申請書の未提出など様々な遅延理由

が考えられる。

血まとめ

l)がれきの撤去作業は， 3月下旬より4月にかけて急増するが， 2月段階では，個人レベルの小規模な撤去

が進展したにすぎない。 2月の撤去は，大阪に隣接した交通条件のよい市町村に比較的多く，西から東

にいくにつれ撤去数は極端に少なくなる。

2)がれき撤去の申請書の処理に2ヶ月ぐらいを要し，4月以降行政による撤去作業が急速に進展する。 5

~7月ががれき撤去のもっとも盛んな時期である。分布的には，長田区での撤去業務の進捗がもっとも

早く，がれき撤去業務効率化へのGIS禅入効果がみられる。
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3)がれきの撤去は，原則として撤去申請書の受付順になされたため，小規模，分散的な非効率な撤去作

業が行われた。長田区では， GISにより撤去業者へのエリア別発注をしたため効率性がよかった。

4)家屋の解体 ・撤去は，私有財産の処分であるため，固定資産管理システムとの連動が必要であり ，GIS

の導入効果が高い。つまり，震災後のがれき撤去は，解体家屋が，私有財産であり，そのため家屋台

帳の照合等による行政手続きが撤去作業を実質的に遅延させた理由である。し かし，撤去業務の遅れ

は，被災民にとっては，死活問題であり，避難所数の推移や避難生活とは無関係なものではない。

(2)次世代地理情報システムと倒壊家屋撤去申請支援

「災害はいつ起こるか分からない」とか「予想しなかった事態が起こった」という言葉は，被災後に実感

する。この予想しない事態が起こった時に，その状況を調査，集計，伝達，整理， 可視化することによっ

て，始めて災害対策ができる。今回の災害でも批判が多かった初動体制の遅れを極力押さえるためには，

災害管理情報システムの構築が必要である。

地理情報システムでは，被災地域の時々刻々変化する災害情報を含めた，その地域の情報全般を処理する

ことができる。つまり，このシステムを用いると災害情報が効果的に管理できる可能性があることになる。

そこで，阪神 ・淡路大笈災を機に，地理情報システム学会では，防災GIS分科会ぼけ寸防災研まとめ）が中心

になって，この検討を進めてきた。

災害時には，逐次緊急度の高い情報処理の支援から，災害状況の分析，復典計画の立案，などが必要にな

る。以下，今回開発した災害管理空間情報システム(DiMSIS)と，被災地域支援として行なった倒壊家屋撤

去申請の支援について報告する。

(i)地理情報システムによる情報処理

地理情報処理の目的は，被災状況などの地域の状態を把握し，適切な判断を可能にする事にある。その

ためには，平面的な記述を前提にした地図を超越した情報処理の考え方が必要となる。地図の記述上の制

約を回避し，計算機の能力を生かすーシステムの考え方を図13.3.1.6に示す。この方法の特徴は，計算機の

中に現実の地域の模型（地域モデル）を構築することにある。つまり，計算機の処理できる数値情報で，

地域の状態を表現すことである。現実世界は立体空間に広がり， しかも時間変化がある。そこで，道路縁

や家の位置などをその3次元的な軌跡で記述し， それらの数値は地図の縮尺に関係なく必要な精度の測濫デ

ータとして表現する。

フ--

地図
航空写真
統計データ

ン・一
地域モデル

（地理データベース）

データ利用

（地形解析
など）

フ―

図13.3.1.6 地理情報システムの構成

-509-

t.， -.... ;~-. . 



． 
この地域の模型を構築するために，対象地域を測批して作成した地図は良い設計図面となる。さらに，

各種の統計データ，測巌データ，各種台帳類などもこの模型を記述する情報として統合される。この統合

情報処理によって，以下の付加価値が期待できる。

1)この模型では対象地域が数値で記述されるため，仮想的な図化による目的別地図の出力，地形の立体

的な解析，立体表現などができる 。また，地下に埋設された公共施設や地域の被災状況なども統合的

に管理，参照できる。

2)従来は何重にも重複させて持っていた情報の統合管理によって，情報の相互利用が可能になり，デー

タ間の矛盾を避けたり，管理する情報の最を削減することができる。その結果として，小さなハード

ウエアで効率的な処理が可能になる。

3)従来は元図ごとに重複して，経費のかかるデータベース更新が必要となっていたが，ここでは，重複

した更新作業が避けられるため，更新作業のエ数の大幅低減ができる。

4)各地域の模型は指定の地域を回転楕円体（球体）を考慮して記述されるため，衛星写真などの計測デ

ータとの整合も可能になる。地球を短周期で計測できる高解像度衛星画像の利用なども期待される。

(ii)災害管理空間情報システム(DiMSIS)

建築，土木，地盤工学などの関連研究機関で調査，分析した被災情報を地理情報として統合管理し，被

災情報を整理分析するための支援を目指して， ［災害管理空間情報システムJ(Disaster Management Spatial 

Information System)を開発した。特に以下の点を重視した。

l) 誰でも使用できるシステム

．誰でも容易に入手でき るディジタル地図データベースが使用できること。

・必要不可欠な機能は非専門家でも容易に使）11できること。マニュアルを見なくても使いこなせるこ

と。

・一般に普及している0S(Windowsなど）の上で実行できること。

2) 拡張性のあるシステム

・マルチメディア処理ができ，拡張性があること。

・研究者が独自に作成する分析プログラム，データなどを結合しやすいこと。

・立体，時間管理を前提にした上位システムと整合性が良いこと。

3) 使用効率を重視したシステム

・大最な状況データが最高効率で入力できること。

・廉価な小型パソコン，携帯型パソコンなどで，充分な速度で動作すること。

ここで，開発したシステムDiMSISは， Windows3.）の環境下で動作する。 アップルカンパニー作成の地

図システムRINZO/Windows-DMは，同社開発の住宅地図利用基本システムを基に構築されており，独自の

工夫により応答が早く操作性が良いことを特徴としている。 DiMSISとも協調使用ができる。いずれのシス

テムもそれぞれの工夫で地図データを圧縮しているため，国土地理院発行の数値地図（阪神地区17図相当）だ

けを用いる場合は，最低3Mバイト程度のディスク容巌で，また，神戸市， 芦屋市などの住宅地図データ

（ゼンリン提供）を組み合わせても数十Mバイト前後の容曼で最小の処理は可能である。自治体で作成し

ているディジタルマッピング地図データ（都市計画図など）や住宅地図は詳細分析に向き，数値地図は全体集

計や広域の状況分析に効果的であるため，相補的な使用が期待できる。いずれの基盤地図を用いて収集さ

れた状況データも自動整合処理を介して統合管理される。航空写真，高所カメラ，スナップ写真などの画

像データも併用できる。今後，さらに総合的に災害情報を扱えるように汎用化した災害管理情報システム

へと発展させる計画である。

(jji)倒椴家屋撤去申請支援

大策災などでは，大盟の家屋が個壊し，ライフラインが寸断される。今回の案災でも，人命救助に続い

て倒壊家屋の解体，がれき撤去， ライフラインの復旧が必要になった。しかも，緊急に対策を要する件数

は膨大なものになったため，まず，状況把握と各種の受付業務の効率向上が必要になった。被災地では，

IO万棟以上の家屋の解体が必要になり，自治体では解休申請受付け業務を行っている。長田区などの被害

の大きい区では1万件を越える申込を短期間に処理することを余儀なくされていた。申請書の処理は進めら

れていたが，効率の向上をはかるために，多くの家屋が倒壊した神戸市長田区でその業務に地理情報シス

テムを応用する試みを行った。その処理の流れは図13.3.1.7のよう になり，以下の槻能を実現する。

-510 -



）

．
癌
性
和
し
ば

rぃ
/
Fー

在現～
 

3

L

'
 

五
言
〖
」
切

ー

討

付

墨['
[

這警
，
咤

.
“
 

屋

戸

亘
家

ク

ヽ

．

！

発者
]

二

[
i

品
れ

藉

ヽア
依

涵
噂
窃

，＂
リ
注

炉
喜
＄
羞
ダ
工発

$
9
,．中，ー
"̂
2.• 

;
 
~っ．．~ ":..,-,.~『 9.' 、':'ャ:

9- U~ビと 、・ヽ.cc.:- ' . -・

データ入力

,......．．．．』
＇ ， 
＇ ヽ

｀ 
＇ 
＇ 
＇ ＇ 
＇ ,......... J ． ． ． ． ． ． ． 

合

B

統

D

、．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ． ． ． 
検

紫

機

能

げ

・・・・

他機問の団査デーク

応

せ
対

ゎ

な

合

遠

し

迅

見

ら

祝

る
発
照
把

す
の
の
の

対
注
と
況

に
発
夕
状

せ

、
一
樟

わ
れ
デ
申

合
申

度
別

い
笙
災

区

問

2
被

地

／
 
．． 
し‘

復
興
計
画

立
案

図13.3.1.7 パソコンによる解体申請受付

］）解体家屋の位置の確定と申語登録： RINZO-DMを利用して，住所検索や目標物検索をすることによっ

て，申込者に直接確認しながら，家屋の所在地を確定する。その場所に申請受理の状況を登録する。

2) 申請事項，所有者名などの登録： DiMSISで，入力した申請内容を家屋の位置情報と関係付ける。

3) 状況判断と発注書作成 ：地区（町丁目，街区単位）ごとの地図上に，申請状況を表示することによって，

その地区の状況を把握し，1帷休業者への発注書を出力する。ここで，危険度などの調査データとの

照合，状況分析も行う。

4) 問い合わせ，申請内容変更：問い合わせがあると，住所，申請者，受付番号などで必要事項を検索

し，申請状況を把握する。要求があれば，内容を変更する。

5) 集計と工程管理：地区別，発注業者別，期間別などに，該当家屋数を集計することによって，解体

工事の進行状況を把握することができる。

区役所職員，ポランティア学生などを含む多数の関係者が努力した結果として，この活動は充分な効果

を発揮させることができた。ここで，計算槻システムの役割は，要求の地図と申請情報を要求に応じて嵩

速に表示することであった。特に，危険家屋の解体申請状況や発注状況などのように情報の統合表示が重

要であった。

(iv)防災情報システム

いつ，どんな事態が起こるか分からない自然災害に対応できる防災情報システムの構築が望まれる。そ

のためには，被災地域の梢報を処理するための地理情報処理が重要である。ここで，自然災害にも耐えら

れるシステムの構築を目指して，努力することは大切である。しかし，いかなる災害にも打ち勝ち破壊さ

れない人工物を作り 上げられると考えるのは危険である。自然の営みに対して謙虚でなくてはならない。

情報機器についても同じである。最悪の状況下では被災地域の防災システムも破壊される前提に立って地

域を守るシステムを構築すべきである。システム開発には，各方面からの知見を集める必要があるが，考

慮すべきと思われる項目を提示したい。

l) 可搬型情報システム：予期できない不安定な動作環境下でも使用できる必要がある。また，状況が

良ければ据置型のシステムとの連動も可能であること。

2) 専門家でなくても使用できるシステム ：被災地では人的資源が限られるため，計算機使用経験者な

ら誰でも操作できるシステムが望ましい。

3) 平常時に使用しているシステム：平常業務に使用できないシステムは経済効率が悪く，また，臨機

応変な対応と即応的使用も制限される。
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4) 複数システムの連動：自立分散型で協調作業に使用できるシステムが望ましい。

5) 最新の地域データベース：自治体ごとに管理される地域のデータペースが必要である。

バックアップデータの保管については他の自治休との連携が考えられる。例えば，姉妹提携した自治体

間で相互にデータペースを採持し，有事に支援するなどの工夫が有効と思われる。情報収集には， 1995年

初めに打ち上げが計画されている高解像度衛星画像⑨消ft能：3m,2年後にlm)の利用が期待できる。この画

像を利用することによって，状況変化を把握しやすくなると考えられる。

13.3.2 神戸市での処理状況

神戸市内の被災家屋数は，全壊54,949棟，半壊31,783棟，全焼7,046棟，半焼331棟，合計94,109棟であっ

た。このうち要解体件数は約74,00(),t¥i，災害廃梨物の発生嚢は1千数百万面と推定されている。これに対す

る処理目標は，平成7年度中の解体，撤去，搬出の完了，平成8年度中の焼却，埋立などの最終処分の完了

とされている。処理の基本的な考え方としては，発生現場においてはコンクリート，金属，木質系可燃物

に分別することを徹底するとともに，リサイクル減最化と効率的な処理のため，破砕機焼却炉等の機械類

を積極的に利用することがl図られている。区I13.3.2.］は神戸市での処理フロー，図13.3.2.2は廃棄物処理施

設の配置図である。

災害廃棄物

コンクリート
造・マンショ
ン・市公共施
設

木造家屋
鉄筋コンクリ
ート ・粗大ゴ
ミ

鉄道・阪神
高速等

管理者自社処理
フェニックスなど

畑
河
合

施布
淡
複

．．． 
灘浜
長田港

・深江
・兵庫港
・脇浜

域外処理

分別・焼却・
埋立

．摩耶埠頭
•六甲南
•新港束
・ Pill期
・フェニックス

分別

焼却

図13.3.2.1 神戸市における処理フロー
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図13.3.2.2 廃棄物処理施設配置図

(1)神戸市長田区での解体処理手続き

(i)解体撤去費用の公費負担とその問題点

＠ クリーンセンクー（廃棄物処理場）

〇環境七ンクー（廃棄物処分場）

住民からの強い要望を受け，内部で検討を重ねた結果，今回の笈災が阪神間全域に及ぶ大規模なもので

あること，個人の処理能力を越えること，公共空間の碓保が急務なこと，人命•財産に危険が及ぶこと，

家屋倒壊の危険性を早急になくす必要性が強いことなどから，倒壊の恐れのある家屋の解体撤去に当たり，

その質用を個人でなく行政で負担することが決まり ，長田区役所においても倒壊危険家屋の解体撤去に向

けての作業が始まった。提出書類は神戸市統一様式で，原則として建物所有者が自己の建物の解体撤去に

関する願い出書を各区の本部長に提出する方法で，占有者がいればその人の同意，長屋なら隣接者の同意，

そして周辺の人の同意が取れていることを条件に受付を始めた。当初の事務の流れでは，所有者からの願

い出を受け，事情を開き，そのあと現地に行き，倒壊の恐れがあるかないか，危険度はどれ位か，倒壊す

れば隣接のどういう施設に影響を与えるのか， ということを調査する手順であった。

しかし，いざ受付を始めてみると，想像以上の人が押し寄せ，思いもかけない混乱となった。受付初日

は1月29日，日曜日にもかかわらず， 588件の願い出書が出された。 1月30日の月曜日には1020件， 1月31日

は1394件， 2月1日701件， 2月2日541件と，わずか5日間で4244件の願い出があった。受付開始は9時からに

もかかわらず，早い人は朝6時から区役所のカウンターに並んでいた。並んでいる人の整理，願い書の用意

と書き方の説明，事情のヒャリングで大変な作業となり，最初の5日間に予想以上の人が一斉に押し寄せた

ため，あとの事務処理が滞った。つまり，

l) 受付が応援職員を含めた臨時的な体制で， しかも一度に多くの書類を受理したため，書類の記載事

項を十分チェックできなかった。とりわけ，占有者を始めとする関係者の同意書が不十分であった

濃災で家が倒壊状態のため，実印はもとより印筵のない人が多くサインだけの記載やボールベン

がないので鉛筆による記載も多かった）。

2) 建物の所在地について，本人が申し出に来るわけだから間違いはないものと考えられたが，願い出

書の住所が住居表示でなく地番であったり， l間違っていたり，建物所有者の名前はわかっても占有

者の名前がわからず地図上で物件の特定ができ ない，といった問題が生じた。

3) 余りに大鐙に書類が提出されたため，物件の所在地別分類や地図上への落としこみ，魯類の内容チェッ

クに手間取り，業者発注するまでに1ヶ月近くかかった。そのため，願い出者に対し改めて解体して

いいかどうかの意思確認や解休日程の調整が必要となり，電話による確認作業を行ったが，この作
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業のための要員（返電を受ける人も含む）もIO人以上必要となった。

4) 現地調査のため，区に建築戦の職員が派遣されたが， 4500件を越える物件を迅速に見ていくことは

不可能であった。ところが，地元建築家の尽力により，新日本建築家協会の全面的協力が得られた。

平日は本来の業務のため土・日曜日に限られたが，岡山 ・山口を中心に九州 ・四国からも応援があ

り， 2月の侮土・日曜日，延べ200人にのぼる建築士によって長田区内の家屋の倒壊の危険性につい

ての診断が行われた。

5) 事務批が相当聾になり，臨時の人員が急遠必要となった。また，確認作業のための電話（急ぐため

携帯電話で対応）やチェック用 ・書き込み用の住宅地図（約30冊必要） ，現場調査用のカメラ，コ

ピー機等の手配も急務であった。

6) 市民からの問い合わせに答えるマニュアルが十分でなく，解体撤去の内容の変更も余儀無くされた。

倒れかかった塀や門 ・非常階段等のみでも解体撤去の対象とするのか，大企業の範囲は？ ，神社仏

閤はどうするのか，など処理で解釈が揺れ動いた。

(ii)長田区での対応 ・地理梢毅システムの導入

上述のように，解体の申し込みが殺到しこの処理に追われていた時，企画調整局より 「京都大学で研究

されているバ‘ノコンを使った地図による防災システムの倒壊危険家屋の処理への応用」について， 一番件

数の多い長田区とバソコン処理の進んでいる須磨区へ打診があった。 このシステムの特徴は次の通 りであ

る。

1)ベースとなる地図に市販の住宅地図と都市計画図を使い．，誰にでも使えて見やすくなっていること。

2)願い出普の整理にマイクロソフトのエクセルを使い，所在地別 ・所有者別の分類が可能となり，執行

管理が容易なこと。

3)地図のもとになっているRINZOとエクセルをつなぐのが， DiMSISという京大防災研究所の開発した

システムで，これにより地図情報と家屋情報がリンクすること。

こうしてこのシステムを導入したが，実際やり始めると，次のような問題点が出てきた。

l)職員がパソコンに慣れていず，操作，特にプログラムになると全く手が出せなかった。

2)受付当初から導入しておけば， 一貰した処理ができたが，途中から導入したため，書類の入カ・チェッ

クが二度手間となり，事務のロスが大きかった。

3)入力作業に相当の時間と人が必要であった （この点については京大防災研究所並びに奈良大学地理学

教室の全面的な協力を頂いた）。

しかし，これらは導入に伴う過渡的な問題で，メリットの方がはるかに大きかった。地理情報システム

を活用することにより，

l)地理的な空間内に存在する 「もの』を体系的に分類し，相互の関係を明らかにし実世界のモデルとし

て記述すること

2) 「もの』が占める楊所とそれぞれの 「もの』の属性を記録（入力）し管理すること

3) rもの』の存在する楊所， 「ものIを説明する属性（文字数値，画像等）を検索すること

4)検索された結果を加工し，情報として表示，出力すること」が可能となった（坂内・角本）。

このような地理情報システムは，行政機関にと って有益なシステムと考えられる。今回の大震災に起因

する倒壊危険家屋の解休撤去に際し，地理情報システムをモデル的に使用し，その有用性が十分証明され

た。今後行政としてこのシステムを本格的に導入し，いろんな分野に応用していくことは可能だが，当面

は防災の面での利用が考えられよう。

(lii） 発注にかかる閣題

実際に解体撤去を行うのは1件体業者だが，その発注方式としては市が直接発注する方式と，個人が自ら

業者発注する方式（三者契約方式と消算方式）の二つがある。これらの問題点は次の通りである。

l)国廊補助事業としては行政発注の形式が要件となっているため，解体責任が個人から行政に転嫁され

やすいこと

2)市内に解体専門業者が少ないため， 一度に大量処理できる体制になく ，全国から多数の業者が集まっ

たが，法外な値段を請求した り，隣家に損害を与えるとか，道路や側溝を壊して放置するなど，業者

の指導監督が十分にできなかったこと

3)窓口での受付 ．応対，申し出人の意思確認 ・位置の特定 ・業者発注などの事務手続きに追われ，業者
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の執行管理が不十分になったこと

4)解体撤去した廃材・がれきの搬送ルート，仮置き場・置き楊，分別・焼却施設 ・場所，最終処分地の

手当が遅れ，対策が事後になったこと

上記の問題点は，日々変化し，当初からその対応策があったわけではない。また，物理的・制度的な制

約から， 1自治体で対応できないものもある。しかし，関係者の協力により，発注単価の適正化（特に廃材

廃棄にかかる経費の算定），執行体制の充実（地区別の業者発注方式の採用 ・人員の増強）等が行われ，

相当に事業は進んだ。

土地の形状（起伏にとんだ丘悛地帯 ・急峻な地形等），複雑な権利関係（借地 ・借家関係や険悪な近隣

関係，私道を巡る経贅負担等）が，解体作業のネックになってきている。どうしても，作業のしにくい所

が残り，単価の調整や権利関係の整理が課題となっている。

(iv)課題

今回の笈災により，初めて「災害廃棄物」という概念で，倒壊危険家屋の解体撤去を公費負担で処理す

る仕紐みができたわけだが，実務上はかなりの課題を残したように考えられる。例えば，

l)解体撤去の対象となる家屋特定の困難さ：当該家屋と地図上のボイントとのズレ，不明確な表示（住

居表示と地番 ・家屋番号の混乱）

2)権利関係の不明確さ ：家屋所有者の確認 （登記節の提出や固定資産税台帳による確認の困難さ）

3)事務効率の向上 ：システムとして事務の流れを構築すること（受付 ・書類のチェック・権利関係の確

認 ・業者発注・申し出者への連絡・荷物等の搬出・解体撤去という流れをつかみ，どこに人的資源を • 

投入し，どこにバソコン等の電子槻器を投入するか，適切なシステムが必要である）

4)発注手続きの迅速化 ：地区割りによる業者の選定，個人発注の容認，土木事務所の活用（日常から土

木工事で業者を使っており， 工事の執行管理等のノウハウが蓄積されている）

5)廃棄物の分別 ：凪 ・置き場の問題はあるが，長期的視点から見て，分別は必要

といったことがあげられるが，これらのことは，今振り返って言えることで，作業の途中ではその時の対

応が全てだったと 言わざるを得ない。災害時ということ で，かなり乱暴なことも許された部分もあるが，

平時から非常時に役立つ仕維みを構築し，迎用し，それを活用できる人材を雇用していくことは，相当の

困難と負担を伴うものと考えられる。しかし，住民情報やライフラインの情報は，それぞれの部署で管理

されているわけで，これらを非常時に有楼的に連携できるシステムを考え，また，誰にでも使えるシステ

ムを備えていれば，少ない負担でシステムを維持管理できる可能性はある。地理情報システムを始めとす

る電子的手段の効用には目を見張る ものがあり，これと人的資源の効率的な紐み合わせを十分考え，短期

に所期の目的を達成できる仕線みを構築することは必要である。

(2)ポー トアイランド仮匿き場での処理

神戸市内で笈災により発生した木質系災害廃棄物のう ち深江，脇浜，兵匝の積出し基地に集められたも

のは，船に積み替えられて海上遥搬され，ボートアイランドニ期地区（以下， PI2期）へ揚陸後， ダンプトラッ

クに積み替えられて島内の仮置場及び分別場所へ迅ばれている（仮置き場位置図参照）。神戸市の説明に

よれば， PI2期には，今回の地笈で数10cmの地盤沈下が生じたが，不等沈下が生じていないため，地展直後

より島内での処理については運搬車両の走行，作業には支障がなかった。

中間処理基地面積は図13.3.2.3に示す約20ha（仮置ヤード114,000m2,分別ヤード38,000m2,焼却ヤード

23,000mりの広さがあり，分別場所では，フォーク装着バックホー(0.35耐級）が用いられ，高さ5mに積み

上げられた災害廃棄物が，粗大不燃物(30cm以上のコンクリ ート等），金属類，粗大可燃物（柱・梁材等）と残

りの中小混合物に分別されている。

コンクリート等は， 圧砕機付バックホーで破砕し埋立てに用いられ，金属類は回収業者によりリサイク

ルされる。柱 ・梁等は，そのままか長さ50cm以上ならば破砕機でチップ化され，簡易炉(40t /日 X2台， 4

月より稼働）で焼却処理される（写真13.3.2.1)。木材破砕には米国製（回転式，40ti日）と日本製（二軸剪断式，

70t/日）が1台ずつ使用されている （写真13.3.2.2)。

可燃 ・不燃物の混在した中小混合物はキ）レン炉 (200t/日X2台， 10月より稼働）で焼成され，炉排出土砂

は埋立て材として有効利用され，また集塵灰は布施畑及びフェニックスヘ搬出される。排ガスはマルチサ

ィクロンで処理されている。
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図13.3.2.3 ボートアイランド仮置き場における中問処理施設配置図

このキルン炉は民問遊休施設を改造移設したもので，平成9年3月まで稼働の予定となっているが，広大

な用地の中にあってもその大きさは目を引き，分別ヤードに積み上げられた災害廃棄物の山とともに，被

害の甚大さと処理作業盟の大きさが実感される（写真13.3.2.3)。

キルン炉に投入される中小混合物に含まれる可燃物の割合は当初約30％以上あると考えられていたもの

が実際には10~20％となっておりキルン炉の稼慟率低下の原因ともなっている。実際には可燃物，不燃物

の選別機化していると考えられる。

このPI2期中問処理碁地は，分譲前の広大な悔而埋立て地の一部 (20ha)を使用することができたもので，

神戸市内の災害廃棄物撤去を進める上での大きな助けとなっているc PI2期地区での木質系災害廃棄物の最

終受入れ及び処分罰は 100万面を超えると考えられており ，がれきについても，神戸市の処理計画では70

万m3をPI2期へ受入れ， 埋立てる予定となっている。

神戸市では，処理用地と して市内に広いスペース を確保できた，裳災直後は道路上に倒壊した建物など

を早急に解体撤去する必要から， 当初はそれはど厳しい分別指導が行なわれていなかったこともあり ，ミ

ンチ解体（機械を使い，分別しないで解体すること）が行なわれた。そのため被災後しばらくの間ミンチ

状態で相当巌が積出し基地へ搬入され，各積出し基地が滴杯になるとともに，そのままPI2期へ遥ばれたと

言われている。当初から分別解体を強制していれば受入れ基地以降の処理の負担を軽減できたとも考えら

れるが，神戸市内の全半壊家屋8万6千棟という圧倒的な数に対する復旧工事の予想以上の進捗を見れば，

主要な道路や施設周辺ではミンチ解体もある程度はやむを得なかったのではないかとも考えられる。

(3)灘浜分別場での処理

本分別場では，主としてRC建造物の解体から排出されるコンクリートがらの分別と処理後の積み出しを

行っている。この施設は， 神戸市の無料処理場である。

コンクリートがらは，リ サイクル法で「原材料として利用可能性があるもの」の範躊に入ることから，

できるかぎりリサイクルして再利用に努める必要がある。この基本原則にのっとり，神戸市は倒壊ピルか

ら発生するコンクリートがらを，できるだけ現場において分別し， 当施設で水による比重分離で木くずや

プラスチックと分けて， コンクリートがらをフェニックス等の海面埋立に利用する計画を立てた。

当施設は，ボートアイランドと六甲アイランドの中間の都賀川の西に位置する出光輿産オイルタンク基

地後に設置している。敷地は，約150mX60m =9,000m2である。図13.3.2.4は施設平面図である。

本施設の処理方法を次に示す。

l)倒壊現楊で出来るだけ分別されたコンクリートがらを主とした廃棄物を10lダンプ トラックで当分別場

に搬入する。入門時には写真］3.3.2.4に示すような防艇対策用の散水装置の下を通る。この時，破砕
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灘浜分別場における処理施設配置図

状態の悪いものやコンクリ ートがら以外の廃棄物が多いものは入門を拒否される。

2)入門したダンプトラックは，海水を貯めた埋め込め式ピット (I槽の規模が8(W) X20 (L) X4 (H) 

mを4稽連結したビットを2碁）に投入する（写真13.3.2.5)。投入が終わったダンプトラックは出口か

ら出る。

3)ピットに投入されたコンクリートがらは下に沈むが，混在している木質系廃棄物やプラスチックなど

は表面に浮く。またその時，コンクリ ート混和剤の影響と思われるアクが浮く （写真13.3.2.6)。こ

れらをシャワーによって一方の集水溝に入れる。

4)ビットの下に沈積したコンクリートがらはバックホーで陸上に上げる。そして，積出し基地からデッ

キバージによってフェニックスやボートアイランドニ期埋立場所に海上輸送して海面埋立に用いる。

5)溢れた海水は， ビットの西端にある排水処理施設で中和処理を行い，シャワー水として循環して再利

用している。一方，浮遊物は東の端に集められ，ベルトコンペヤーにより 固形物が分取される（写真

13.3.2.7)。ビットの底に溜った汚泥はフ ィルタープレスで脱水される。木笠系廃棄物は一箇所に集

めて焼却処分する。

6)当施設の処理罷は， ピーク時にはIOLダンプトラックが1日に1200台入ったが， 7月の時点では平均600

台であった。

災害直後は，交通船害などから倒壊した大型構造物は速やかに解体・撤去してフェニックスで処分した。

しかし，混乱が一段落したごろから，神戸市は灘浜と東部4エ区に積み出し基地を設置した。そして，灘浜

では前に示したような処理方法を4月ごろに試験して，処理できることを確認し，本格的な施設の建設を行

い，現在の処理・連搬・処分に至った。本施設の特徴としては下記の点が挙げられる。

l)海水を利J̀ilした分別 ・洗浄で，洵水は循環処理していることから，海を汚染する度合は極度に小さい。

2)分別されたコンクリートがらは非営に良質であるので，埋立材科としては適している。

3)汚泥の処分については明確な把握が困難であったが 当施設から発生する汚泥の盪は，コンクリート

がらの発生樅に比ぺて非常に少ないので大きな問題とはならないであろう。
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4)灘浜の積み出し基地のすぐそばに，このような広大な処理スペースが確保できたことは非常に幸いで

あったと思われる。他の自治体ではどのようであったかの調査が必要である。

(4)布施畑処分場での処理処分

多星の災害廃染物が持ち込まれた布施畑処分場は，全国の大都市の中でも有数の内陸型最終処分楊であ

り，管理型処分場を提供するものである。昭和47年11月より供用開始しており，埋立可能面積102ha,計画

埋立星は2,350万面である。

処分場そのものの被災状況は，貯留構造物，洪水調節ダム，水処理施設等には何ら被害はみられなかっ

たが，割石とメッシュで囲われたガス抜き通気孔が地蔑により傾いた状況であった。

布施畑処分場での災害廃棄物の受入状況は屈13.2.4に示した通りである。大批の廃棄物が持ち込まれたた

め，交通渋滞が深刻となった。 7月末までの搬入総最は約 193万トン（約40万台）にのぼっており，搬入台

数は最大 5,000~ 12,000台／日にものほった。なお焼却灰は平成4年度以降フェニックスヘ搬入してきたが，

笈災によりフェニックスヘの搬入は中止されたたため，布施畑処分場でも処分された。また，アスベスト

廃棄物も持ち込まれ，別途保管されている状態である。写真13.3.2.8は処分場の状況である。

持ち込まれた廃棄物は可燃物も多錮に含まれるため，平成7年］1月には破砕機と焼却炉が導入され，減容

化処理を行っている。これらは，災害廃梨物あるいは廃棄物が埋め立てられた地盤（廃棄物層約70m) を

30cm厚の砕石層で置き換え， 50cmのコンクリートスラプの上に設置されたものである。廃棄物の不等沈下

による施設への悪影響を防ぐため，破砕機はスラプ上に設けられた共通架台の上に設置されている。処理

設備の概要は下記の通りである。

破砕分別設備： 30l/h X 2系列，回転ふるいと磁選槻により可燃物，不燃物，鉄類の3種類に分類される。

連続式焼却設備： 10(）辺4hX 3系列，順送式ストーカ方式

バッチ式焼却設備 '.40t/d X 3系列，固定床方式，煙突は連続式焼却設備と共用

破砕分別設備は国内最大規模のものである。また，この施設のために特別高圧電源 (22000V)が確保さ

れた。既に持ち込まれている災害廃棄物のうち可燃物を掘り起こし，大柄のものは破砕分別設備にて破砕

後連統式焼却設備にて焼却され，バッチ式焼却設備では破砕されない廃棄物が直接処理される。

13.3.3 伊丹市での処理処分

伊丹市での災害廃棄物処理の特徴として，充分な処分場や仮置き場が市内に無く，また，伊丹空港の存

在により野焼きが強く禁止されたため，減容化およびリサイクルのための中間処理が徹底されたことが挙

げられる。

この地笈による伊丹市の笈度は， 5程度と推定されている。阪急伊丹駅で甚大な被害が発生し，市内にお

いても全半壊家屋が約8600棟にのぼっており，伊丹市の被害は兵庫県全体の4％を占めている。 RC系． S

系構造物の被害では，伊丹市では8棟にのほっている。伊丹市における解体の必要な棟数は木造，RC,S造

を含めて272冴東であり，それによって発生する木牧可燃系がれきは78000t, ガラ系は162000tである。

解体を伴わないがれきの発生砥は可燃系16000l, ガラ系262000tであり，これらは市内4ヶ所の仮置場へ

一時的に搬入された。仮置場での搬入最は合計511000tである。処分皇は，リサイクルに139000t, フェ

ニックスに272000t,委託を含め焼却が50000tであり，現楊から直接搬入されたものを含め合計で519000

tである。

(i)処理処分のフロー

図13.3.3.1に災害廃棄物の流れを示す。伊丹市においては震災後3日目 (1月20日）から仮欝場への分別搬

入を徹底した。その結果仮置楊の整理，分別処理が円滑に進められた。

(ii'）分別

仮置場においては，解体現場で分別された金屈くず，可燃物（木くず等）および不燃物（コンクリート

がら等）を廃棄物侮に受け入れ区画を定めている。写真13.3.3.1に示す看板が楊内入口に設置され，場内は

区画毎に整理されており，搬入の際に厳しくチェ．ックが行われた。写真13.3.3.2は廃木材，写真13.3.3.3は

昼類の仮置き状態である。

手作業による分別には処理能力に限界があるため写真13.3.3.4および5に示す選別機が導入されており，

ふるいによって大粒径の木片やコンクリート片と小粒径の土砂に分別している。写真13.3.3.6は振動ぶるい

によって選別された30cm以下の土砂状のものであり，そのままフェニックスヘ搬出予定のがれきである。
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図13.3.3.1 伊丹市における災害廃棄物の処理の流れ

廃木材として分別された廃菜物の中には泥や金属が混入しているため，写真13.3.3.7に示すノッチタンク

を設けて水処理を行っている。この場合は木材は浮遊物となり，沈殿物は不燃物として取り扱われている。

伽）破砕

仮置楊に破砕機を設置して有効利用または焼却のため不燃物およぴ可燃物を破砕している。選別機によ っ

て木くずやコンクリ ートがらと土砂に分けた後，各々別々に破砕機によ って破砕している。写真13.3.3.8は

木くずの破砕槻である。木くずをチップ化した後，処理を京都市に依頼している。

(iv)焼却

他市においては仮置場では野焼きが法律（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）に違反し，大気汚染が

問題となったため中止しているが，伊丹市では，航空路に当たってお り， 当初から野焼き は不可であった。

焼却はクリーンランドの自己焼却楊および京都市等に委託して行った。
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(V)再生利用（リサイクル）および有効利用

金属くずは回収業者に委託し，鉄筋・鉄屑等は製鋼用に再生利用される。

コンクリートがらは破砕槻によって破砕し，必要に応じふるい機を用いて粒度調整を行って，埋戻材等

への再生・有効利用が計画されている。具体的にはコンクリートがらを3~4cm以下に破砕し，宅地の嵩上

げに有効利用されている。

木くずは選別し良質材はチップにして合板用や製紙用のバルプの原料に，悪質材はチップにした後，代

用エネルギー等の燃料用に再生利用される。

畳は，専門業者に委託して，一部堆肥化などに再生利用される。

13.3.4 フェニックスでの災害廃棄物受入状況

フェニックスでは， 1990年］月から尼崎処分場にて， 1992年1月から泉大津処分場にて，それぞれ廃棄物

の受入が開始された。フェ． ニックス計画では近畿2府4県の約170市町村が廃棄物の受入が可能な「広域処理

対象区域」に指定されており，廃棄物は排出者により搬入施設（積出基地：尼崎，神戸，播磨，津名，大

阪，堺，泉大津 和歌山）までトラックで搬送され，受入が行われた後，バージ船で処分場（尼崎処分楊，

泉大津処分場）まで海上輸送される。

フェニックスでの被災状況は，尼崎処分場で地盤沈下，ケーソン設岸の段差，一部区画での液状化，中

仕切り舗装のクラックな どが見られたが，供用に支障は無かった。しかし，神戸基地は護岸や投入ステー

ジが著しく変状し， しばらく供用できない状態となった （入江•森， 1995) 。

表13.3.4.1はフェニックスの計画容盈ならびに残容批であり，これをもとに，平成11年度以降分の安定型

処分場の容菫l500万m3を前倒しして， 災害廃菜物（安定型）を受け入れる方針を決めた。

表13.3.4.1 大阪湾フェニックスセンターの計画値および残容凪

受入計画 残容盪 (H6 年間平均受入最 受入終了 災害廃棄物

容簸 年11月末） (H7年度以降） 予定年度 受入可能盤

安定型区画
尼崎沖 11,000 6,291 600 16~17 3,891 
泉大津沖 20,000 17,521 1,600 16~17 11,121 

管理型区画
尼崎沖 4,000 2,130 400 10 530 
泉大津沖 10,000 8,228 2,000 10 228 

単位：千m3

入江 (1995)による。

災害廃棄物の受入は， 1月24日から尼崎市，伊丹市， 宝塚市からの災害廃棄物が搬入された。図］3.3.4.1

は尼崎基地での廃棄物搬入実紐であ り， 徒災廃梨物の占める割合が徐々に高く なっている（入江 • 森，
1995)。また，屈 13.3.4.2は，地捉後3ヶ月の間のフェニックスヘの災害廃棄物搬入状況であり，道路鉄道

幹線の復旧に併せて災害廃棄物が持ち込まれたことが示される。すなわち，国道43号線上に倒壊した阪神

高速神戸線からの解体廃梨物は蔑災後3週間の間に持ち込まれており， 4月に全線復旧したJR線からの廃棄

物は2月末から3月上旬に災害廃菓物搬入のビークをむかえた。自治体では，神戸市以外の都市からの災害

廃棄物の搬入の割合が非常に高い。 一方，神戸市では，布施畑処分場や多くの仮置き場が活用され， また，

フェニックスヘ災害廃棄物を搬入する神戸基地が被災し海上輸送が不可能となったため，フェニックスへ

の搬入蓋は少なく，さ らに1995年度には新規の埋立計画が策定されたことにより，フェニックスヘの持ち

込みは無くな っている。なお，災害廃梨物は完全に分別が行われているとは言えず，海洋投入される安定

型処分場の区画には，木片などの可燃物が浮遊していた状態であり， この回収物の処理が課題である（入

江， 1995)。
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図13.3.4.1 フェニックス尼崎基地での搬入実績（入江 • 森， 1995)
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゜

1 3.4 まとめ

以上のように，兵廊県南部地笈による災害廃菜物の発生と処理の実態についてみてきたが，地笈による

被害の規模がすさまじく大きく，大塁の災害廃簗物が発生したにも関わらず，復典，復旧を滞り無く進捗

させるため，行政側は災害廃棄物処理に対して2年間という目標期間を設定し，処理処分が遂行された。そ

のため，災害廃棄物処理は著しく 早く進んだのがこの笈災における特徴でもあろう。一方，そのため多く

の過程（処理工程）で，様々なひずみをもたらしたのも事実であり，解体手続きの不手際など行政サーピ

スの問題，分別の不撤底などリサイクル化の問題，仮置き場での野焼きなどの環境問題等多くの問題が顕

在化した。地盤工学の立場からは，災害廃梨物で造成された地盤の特性の問題は今後も継続して議論され

る問題であろう。

今回の災害廃染物処理に関する問題は，神戸市から芦屋市，西宮市，伊丹市にかけての極めてローカル

な地区で起こった問題であり，これをそのまま一般化して隙論することはできない。海と山に挟まれた東

西に狭い地区に家屋や構造物が密集しており，いくつかの幹線道路も被災を受けた。これらネガテイヴな

要因の一方で，神戸市には全国の政令都市でも有数の内陸型の管理型処分場（布施畑）を有しており，被

鵡区全域には仮置き場として活用できた大規校埋立地がウォ ーターフロント地区に並んでいた。さらに，
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自治体を超えた廃棄物受入を滴たすフェ ニックス（大阪湾広域臨海環境整備センター）も，災害廃棄物の

受け入れに大きく貢献した。被災の時期が異なれば，可燃性廃棄物特に生ごみの処理と衛生問題が顕在化

したことも考えられる。今後あるいは事前に災害廃棄物処理の問題を考える際には，復旧・復典というゴ

ールだけでなく，処理場や処分場のキャパシティ ー，仮置き場として利用し うる土地面積と受入稼働能力，

災害廃棄物処理による環境影響などを考應した上で，対策がたてられるべきである。また，復1日・復輿事

業の中に災害廃棄物のリサイクルを位置づけ，可能ならコ ンク リートがら等良質の廃棄物で埋立を行うな

ど防災対策としてもリサイクルを考えること，広域処理を可能にするようなシステムについて認識を持っ

ておくことなどが望まれよう。
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写真13.3.2.1 簡易焼却炉（ポートアイランド仮置き場）

写真13.3.2.2 木材破砕機（ボートアイランド仮置き場）
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写真13.3.2.3 キ）レン焼却炉（ボートアイランド仮爵き場）
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写真13.3.2.5
コンクリート塊の選別プー
ルヘの投入（涎浜分別場）

1
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写真13.3.2.4 散水による防鹿対策（漣浜分別場）
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写真13.3.2.7 浮遊物除去のためのペルトコンベアー
濯浜分別場）
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写真13.3.2.6 選別プールに浮遊したアク（灘浜分別場）

写頁豆 テ―----.2.8 布施畑処分場での災害廃棄物処分状況
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写真13.3.3.1 伊丹市の仮置き楊の状況

写真13.3.3.3 畳類仮置き状況（伊丹市の仮置き場）
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写真13.3.3.2 木材仮置き状況 （伊丹市の仮置き場）

— 

｀ 
•.•一 ． 

写真13.3.3.4 選別機（伊丹市の仮置き場）

蜘 g 

写真13.3.3.5 振動ふるい（伊丹市の仮置き場）

写兵13.3.3.6
振動ふるいを通過したがれき

（伊丹市の仮置き場）

-

廃木材の水処理用ノッチタンク
市の仮置き場）

写真13.3.3.8 木くずの破砕機（伊丹市の仮置き場）
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